岸田首相「観光業向けの低利融資を拡充」

「中小企業活性化パッケージNEXT」策定

　岸田文雄首相は9月8日、物価高騰への政府の対応について会見し、その中で、「中小企業の資金繰り支援をウィズコロナにあわせて転換させ、積み上がった債務の借換え円滑化のための保証制度の創設、観光・飲食業向けの低利融資の拡充などを行っていく」と述べ、観光業に対する無利子無担保の融資の返済が始まっている中で、新たな低利融資を拡充することを明らかにした。
　これを受けて、経済産業省は今年3月に公表した「中小企業活性化パッケージ」を発展させた「中小企業活性化パッケージNEXT」を策定した。
今後は「NEXT」で、「経済環境の変化を踏まえた資金繰り支援を拡充」するとともに、「中小企業の収益力改善・事業再生・再チャレンジを促す総合的な支援策」を加速させるため、金融庁・財務省と連携し、中小企業の活性化に向けた施策を展開する。

　貸付限度額4億円、コロナ特貸3月末まで延長

　返済負担の軽減検討、支援を金融機関に要請

　具体的には、「経済環境の変化を踏まえた資金繰り支援の拡充」については、「ポストコロナに向けた段階的移行」として、日本公庫等のスーパー低利・無担保融資を来年3月末まで継続する。拡充＋無利子・危機対応融資（商工中金・政投銀）は9月末申込分までで終了する。
中小事業向けの低利融資の対象となる貸付限度額を3億円から4億円に引き上げる。スーパー低利・無担保融資（コロナ特貸）の期限を9月末から来年3月末まで延長する。貸付期間は5年で金利は中小事業0.16%、国民事業0.31％。
　また、金融機関による伴走支援を条件に特別保証を拡充し、保証料を0.85％から0.2％等に引き下げる。特別保証（100％保証等、年度末まで）は前向き投資を促すために保証限度額を6000万円から１億円に引き上げる。前向き投資には事業再構築補助金や生産性革命推進事業等を活用可能とする。
　事業再構築補助金は、最低賃金枠1500万円の3/4、大規模賃金引上枠1億円の2/3、緊急対策枠4000万円の3/4、グリーン成長枠・中小1億円、中堅1.5億円の1/2を補助する。

　生産性革命推進事業は、回復型賃上げ・雇用拡大枠1250万円、デジタル枠1250万円、グリーン枠2000万円などの各2/3を補助する。
　次に、「コロナ資金繰り支援等の継続・拡充」として、セーフティネット保証４号（別枠・上限2.8億円、100％保証）の期限を9月末から12月末までに延長する。セーフティネット貸付（物価高騰対策）の金利0.4％引下げの期限を9月末から12月末までに延長する。貸付期間5年で金利は中小事業0.66％、国民事業1.41％。
　また、借換保証など中小企業の返済負担軽減策の検討、事業者の資金繰り支援等のための金融機関等への要請を行う。

　追加措置、経営者の個人破産回避へ取組促進

　中小活性協に宿泊業・飲食業支援専門窓口設置

　一方、「中小企業の収益力改善・事業再生・再チャレンジを促す総合的な支援」については、収益力改善フェーズでは、収益力改善支援実務指針を策定し、経営改善計画策定支援事業と連携して実効性を確保する。
　事業再生フェーズでは、中小機構が出資する再生ファンドを民間出資者に優先分配する仕組みを創設する。中小企業活性化協議会との連携による再生系サービサーを活用した支援スキームを創設する。金融機関との連携によるREVIC等のファンドの活用を促進する。
　再チャレンジフェーズでは、経営者の個人破産回避に向けた取組を促進する。再チャレンジのネックとなる個人保証に依存しない融資慣行の確立に向けた施策を今年中にとりまとめ、融資先の廃業時等に「経営者保証に関するガイドライン」に基づく保証債務整理を行った割合を把握するなど、金融機関に対して、よりきめ細かいフォローアップを行う。
　さらに、中小企業活性化協議会の機能強化として、宿泊業・飲食業支援専門窓口の設置する。信用保証協会・中小企業活性化協議会・地方経済産業局の間で連携協定を締結し、民間無利子融資先を中心に、収益力改善等を連携して支援する。

　中小企業活性化協議会は今年4月から416人体制で稼働しているが、サテライトでの相談対応を17協議会で行うことにより体制を強化する。
　地域金融機関職員を再生支援のノウハウ習得のため中小企業活性化協議会に派遣するトレーニー制度を拡充する。

※写真＝物価高騰対応で、観光・飲食業向けの低利融資の拡充を表明する岸田首相（政府インターネットTV）
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